


Ⅲ.申請事業

入力数 171 字

入力数 284 字
Ⅳ.実行団体の募集

４．事業の実施状況、取組み事例の共有に関する情報公開等

(3)申請数確保に向けた
 工夫

（1）現段階で申請が見込まれる団体数 6団体
（2）予定する申請団体数 15団体

その具体的取組み方法
・法人ホームメージへの掲載 ・SNSでの発信
・ネットワークのある団体への事前PR（約60団体）
・事前説明会の開催(7月）我孫子、松戸、船橋、千葉の4カ所を予定

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査
構成、留意点等）

・審査スケジュール【今回のコロナ騒ぎで若干の後れを想定】
資金分配団体の決定7月上旬→4カ所の説明会の開催7月上旬→実行団体の企画書提出期限（7月下旬）→審査会の開催(7月下旬）→実行団体の決定・公表（7月下旬）→
資金分配団体から実行団体への助成金交付（8月上旬）
審査会構成：審査委員長 中村正明（関東学院大学教授）、宇野真理子（あびこ市民活動ネットワーク代表）、兼子俊江（東京都中小企業診断協会副会長）、

並内秀樹（我孫子市市民活動支援課課長）、上原一紀（NPO法人サービスグラント）を想定
留意点：①それぞれに千葉県地域に詳しく市民にネットワークを保持する人 ②事業経営及び支援にに携わり､又地域活動に造詣が深い人を選任する。

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態

① 子ども食堂、共同宅食、フードパントリーなどの寄付側の循環システムが構築され、受益者側からみて、この循環の仕組みに事故が無く、安心・安全の確認ができる状態を1年後の目標とす
る。その後順次、受益者目標数を確保しつつ地域への貢献を果たしていく。
② レンタルスペースとしての機能とジョブシェアセンターとしての機能を持つジョブシェアセンターが設置され、業務受注の仕組みが構築され、又、地域で雇用を求める社員の登録がなされる状
態を1年後の目標とする。その後、その仕組みが循環し、ジョブシェアセンターとして順調な稼働をしていくことで、地域における新たな雇用の機会が確保される。

(1)採択予定実行団体数 5団体 (２) １実行団体当たり助成金額 300～600万円

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

想定①案 子ども食堂・共同宅食・フードパントリーな
どの寄付側と受益者側とを効率よくマッチングさせ、品
筆管理ができるシステムを構築すること
想定②案 レンタルスペースとしての機能とジョブシェ
アセンターとしての機能をもつ、シェアオフェス・コ
ワーキングスペースの設置し、地域での雇用を確保す
る。

①支援の企業・市民数
①子ども食堂､宅食の登録及び参加数
①循環システム構築の精度

②レンタルスペースの利用率
②ジャブシエアの稼働率
②プロジェクト数

①事前、開始時、1年後のデータ管理
他利用者アンケートによる

②事前、開始時、1年後のデータ管理
他利用者アンケートによる

①支援の企業・市民数100
①子ども食堂・宅食利用者数 500組
①業務人員、材料等の流れ満足度

②ジョブシェアの稼働率70％
②プロジェクト数15

①2021年9月

②2022年7月
（2年後）

以上、限られたスペースなので、実行団体の計画案は①②案の想定に絞った。

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期

・プログラム・オフェサーに （コーディネーター、ファシリテーター）を選任し、伴走支援のキーマンとする。 2020年7月～2021年9月

略歴：松戸市、鎌ケ谷市、印西市等にてNPO支援センターのコーディネーターを歴任。2014年にまちづくりのコーディネート業務を行う

合同会社J-doc companyを設立、代表社員に就任。数々のまちづくりプロジェクトに関わる。

NPO、行政、企業、それぞれの立場を経験しているため、それぞれの視点に立ったバランス感覚のあるコーディネーションに定評がある。

・ACOBAとして、影山プログラム・オフェサーと協力し、以下を実施していく。

１．実行団体主要メンバーへの講習会の実施

２．事前評価、事後浄化の実施

３．毎月の実行状況の把握、事業実施における助言

新型コロナウイルスの影響により、テレワークや在宅でも勤務が推進されている。地域でのシエアオフィス・ワーキングスペースを設置は急務で

あると考える。ライフスタイルに合わせた多様な働き方の提案する。レンタルスペースとしての機能とジョブシェアセンターとしての機能を持つこと

により、コミュニティビジネスと地域での雇用を確保する。

地域での課題解決を担うNPO等が今回のコロナ禍を、知恵と行動力で生き抜くための支援事業と位置づける。
彼らの民間公益活動を持続的に支える環境整備を促進することを目的とし、新しい社会のあり方を提案する新規事業を積極的に支援していく。
経験豊富なプログラム・オフィサーやその他協力者による伴走で1年後の自立を目指せる実行能力の高い組織を選考する。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期

想定①案 [子ども食堂・共同宅食・フードパントリー循環システム構築事業] 2020年7月～2021年9月

現在、我孫子市内で6カ所ある子ども食堂を運営しているが､コロナの影響で稼働できない状況にある。休校や時差通学などで給食もなく、生活困窮

者などに、食品を配るフードパントリーや個別対応をしている。より効率よく両者をマッチングさせ、セキュリティ、品質管理ができるシステムを

構築する。

想定②案 [地域に雇用をージョブシェア事業の構築（人材派遣業者との業務提携）] 2020年7月～2022年7月

(1)申請事業の概要



Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績

・2011～2013年 千葉県委託事業「NPO融資利用促進事業」において、県内全域のNPO法人の収益状況を調査後、融資利用促進のセミナー等を県内数か所で開き、果実としてNPO向けの融資利用
マニュアルをHPで公開した。
・2014～2015年千葉県助成金事業「地域の活き活きライフサポートモデル構築事業」では我孫子市久寺家地域における地域住民と地元NPOとの交流事業を行った。地元のNPOが特定の地域住民に
対し何ができるか、アンケート調査や交流会等を実施した。交流会には住民76名、NPO18団体が参加、その後の地域協力の仕組みができた。
・2016～2017年度千葉県助成金事業「地域包括ケア総合事業」を実施した。本プロジェクトでは「居場所づくり」「ホームサービス」「移動サービス」「地域元気作り」の4コース2日間づつの研
修会に熱心なシニア層80人の参加があった。その後、ホームサービスコースの出身者があつまり事業部が結成され、現在も事業を行っている。

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予
定も含む）

有 無
有の場合
その詳細

2011～2013年にかけて実施した千葉県委託事業「民が民を支える仕組み構築モデル事業・東葛地域｣がある。本プロジェクトは地元の企業・市民（参加企業29社・市民15名）が地域の課題解決に
取り組んでいるNPO団体などに対し､資金及び物品の支援を行うスキームで､我孫子市、柏市、松戸市それぞれの後援を得て実施した。企業・市民とNPO団体とのマッチング会（参加企業14社・市
民7名、NPO団体23団体が参加）も企画した。マッチング会で寄付配分された金額は合わせて8件ー55万円、物品は3種であり、地域で初めての試みであった。

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含む） 有 無
有の場合
その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含む）
を受けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制 なし

(3)想定されるリスクと管理体制
・コロナウイルス感染症の第２波、３波の到来によりプロジェクトが停滞する恐れがある。その場合はスケジュールの変更と延長を検討いただく。
・実行団体の事業実行には、プログラム・オフィサーとプロジェクト推進班メンバーの協働の事態把握と支援により不適切な事態が起きないよう､慎重を期し
て取り組む。万一助成金返金の事態になった場合は、責任を持って実行を迫る。

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無
①コロナウイルス感染症に係る事業

(1)メンバー構成と各メンバーの役割

・プロジェクトマネジャー（ ）プロジェクトの総括を担当する
・プロジェクト推進班（ ）プロジェトの推進班として運営を行う
・管理担当（ ）プロジェクト事務局として経理事務、書類整理ととりまとめ、諸連絡などを行う
・広報担当 ホームページ掲載及びパンフレットなどの作成など
・プログラム・オフェサー（ ）合同会社Jーdoc company代表社員 伴走支援の担い手の役割を担当する




